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地方消費者行政の強化のため、国の財政支援の継続・拡充を求める要望書 

 

１．要望の趣旨 

  地方消費者行政は、地域で消費者のくらしの安全・安心を守り、国においては事業者処分や

政策立案の基礎データとして活用され、事業者の取引適正化と健全な発展にも貢献していま

す。その体制と施策が維持・推進されるよう、国は、地方自治体に対し、消費生活相談員の人

材確保をはじめとする消費生活相談体制の維持・強化と消費者被害防止の各種施策に活用でき

る交付金措置を継続することを要望します。 

また、地方消費者行政には、国と地方自治体相互の利害に関係し、国全体の水準を確保する

必要がある事務が含まれていることに鑑み、従来の枠組みを超える恒久的な財源措置を国が実

施することを要望します。 

  

２．理由 

消費生活センターは、地域住民が消費者被害に遭ったとき、消費者問題専門家の資格を有す

る消費生活相談員が、消費者法制度の知見と最新の相談情報を活用して解決に向けて支援して

くれる頼りになる相談機関です。しかも、消費生活センターに寄せられた相談情報は、全国消費

生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）を通じて全国で共有され、消費者被害防止の注意

喚起に利用されるほか、国や都道府県による法令違反業者の指導・処分や国の法制度の改善の

ために活用されており、我が国全体の消費者行政の基盤です。 
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しかし、消費者庁創設後の消費生活相談件数は年間約 90 万件に高止まりした状態で推移して

おり、近年の消費者問題は、高齢者を狙った悪質訪問販売業者によるリフォーム工事商法被

害、インターネット上の欺瞞的広告による詐欺的定期購入被害など、手口の悪質化・巧妙化が

進んでいます。他方で、現在の消費生活相談員の処遇は高度な専門性に相応しいものでなく、雇

用も不安定なままで、担い手の確保を阻害する事態が全国的に発生しています。 

したがって、消費生活相談員の人材確保と消費生活センターの機能強化の施策を推進するこ

とが喫緊の課題です。のみならず、高齢者見守りネットワークの構築や適格消費者団体の設立・

活動支援など、地方消費者行政による消費者被害防止に関する事業を一層充実・強化すること

が必要です。 

消費者庁は、創設以来 15 年間にわたり、地方消費者行政を推進・強化するため、相談員の

人件費にも充てられる 10 割交付の交付金を措置し、地方自治体の消費生活センターの整備や

消費者被害防止の取組を支援してきました。ところが、この地方消費者行政強化交付金推進事

業（旧地方消費者行政推進交付金）の活用期間が 2025 年度末に終了を迎えるために、地方消

費者行政が後退することが強く懸念されています。加えて、相談情報を全国で集約する PIO-

NET システムが 2026 年度に更新時期を迎え、新システムに移行する予定ですが、その運営経

費は自治体負担になると聞いています。 

このまま推移すると、とりわけ財政力の弱い地方自治体においては消費生活相談体制の維持

すらも困難となるおそれがあり、ひいては我が国の消費者行政の情報基盤が低下することにな

りかねません。 

  よって、要望の趣旨記載の措置を次年度予算に盛り込むことを要望します。  

 

以上 


